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要　旨
　「地域自治」なき「地域社会」に「地域福祉」はあるのか．これまでの地域福祉理論・
政策・実践における「地域社会」の捉え方には，以下の二つの限界がある．①「地域社
会」を個人の集合・空間と認識しているため，地域社会の能力・経験・仕組み・価値規
範の実態的な固有性が捉えられないこと，②「地域社会」を行政に対置される相対的存
在と認識するため，生活問題解決への「動態的変化のプロセス」を，住民参加や地域自
治の構築・強化の文脈において適確に捉えきれないことである．本研究では，右田紀久
惠著『自治型地域福祉の理論』を研究対象文献に選定し，「地域社会」と「生活問題」・
「住民参加」の関連性・規定性，及びそれらの「理論・理念」，「制度・政策」，「実践手
法」の整合性・一貫性を検討することを通して，地域福祉理論における「地域社会」の
捉え方を考察した．
キーワード：自己組織力，地域社会システム，固有性，相補性，能力・経験・仕組み・
価値規範
　はじめに
　住民が共に支え合い安心・安定した生活を営むことができる地域づくりのために，「地域自治
に基づく福祉コミュニティの形成」が今日の地域福祉において重要な課題となっている．そこで
は，また，地域行政や社会福祉団体のみならず，地域住民自身の主体的な「参加・協働」を不可
欠な要件とする認識が深められてきている．さらに，学問的・政策的研究の分野においては，地
域自治の育成・強化と福祉コミュニティの形成・発展とは別物ではなく，相互不可分に結びつい
た表裏一体の関係にあることへの理解，それを踏まえた新たな研究，例えば，「コミュニティ・
地域福祉の実効性を高める「地域社会」の捉え方
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ソーシャルワーク」論の構築等への試みが，従来の地域福祉研究・実践に加えて取り組まれてき
ているのは周知のとおりである．
　こうした地域福祉の理論・政策・実践における様々な試みは，時代の変遷による社会経済状況
の変容，それに伴う地域住民の価値観・生活スタイルの変化に即応しつつ，そこに生起してくる
生活福祉の諸課題・問題の緩和・解決に一定程度の成果を挙げてきた．しかし，それらのプロセ
ス・成果を「地域自治と福祉コミュニティの形成」という文脈で捉え直してみると，その多くが
それぞれの時代における生活福祉の課題・問題の解決に「事後対処的」かつ「現象対応的」に取
り組んできた観をぬぐい得ない．即ち，地域住民の自立的・持続的な生活福祉を実現し支えてゆ
く社会的要素・要件の充足・構築・強化といった「戦略的かつ総合的な将来展望・認識・視点」
に基づいて，「理論的妥当性ならびに政策・実践的有効性」の確立を追求してきた訳ではない．
そこでは，「福祉コミュニティ」は住民の生活福祉の充足・充実を追求する事業活動とそれに参
加する受益者・支援者の集まり（団体）を意味するものの，その活動の基盤と共に実践推進力と
なる「地域社会の能力・経験・仕組み・価値規範」等との有機的な連関は見いだせない．「地域
自治に基づく福祉コミュニティの実現」は，理念的には合理的妥当性を持ちながら，実践におい
ては「スローガン /レトリック」に終わってきたと言っても過言ではないであろう．
　こうした今日の地域福祉が直面する限界的諸課題を紐解き，理解する手がかりのひとつは「地
域社会」を理解・認識する上での枠組・視点にある．「地域福祉」が意味する内実を地域社会と
の関係で捉え直すと，2つの見方が可能であろう．即ち，「地域における社会福祉」と「地域社
会による社会福祉」がそれである．換言すれば，地域社会を単なる「政策実施の対象領域空間」
と見るか，あるいは，「政策立案・実施の実践的主体」と認識するかである．従来の地域福祉は，
言うまでもなく，前者に当てはまる．即ち，これまでの社会福祉実践は，普遍的な社会福祉の法
制度に基づき，行政や専門家などが社会福祉資源・サービスを被援護者に一方的に提供し管理・
運営するものであった．そこでは，地域社会の固有な特徴・状況等は考慮の外におかれるか，表
面的な状況把握に終始してきた．同様に，地域住民も支援・擁護の対象，ないしは事業実施にお
ける動員資源として位置づけられ，主体的な実践者としての地位・役割は与えられていない．結
局，近代化論の枠組の中で，外部専門家（サプライ・サイド）による一方的な資源・サービス供
与を以て対象地域住民の生活福祉の充実・改善に取り組んできたのが従来の地域福祉，即ち「地
域における社会福祉」に他ならない．他方，「地域社会による社会福祉」は，まさに，地域住民
ならびに地域行政・外部支援組織（市場関係者も含む）等の参加・協働による地域福祉事業の立
案・実施・管理運営を意味するものである．そこでは，地域住民は福祉サービスの単なる受益者
ではなく，他の支援団体・専門家と共にその事業活動に参加・協働する主体的存在である．ま
た，その実践活動の具体的場である地域社会は，それぞれが有する自然生態系・社会生産関係に
基づく固有の能力・経験・仕組み・価値規範といった事業活動の前提となる具体的な要素・要件
を内在化させた存在である．「地域社会による社会福祉」は，其処に参加・関与してくる様々な
社会的諸主体が，「共通の目的・認識に基づき，自らの有する資源・能力・経験を提供しあい，
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参加・協働の組織的連携を構築しつつ，また，能力育成を経験的に共に積み重ねてゆく中で実現
されてゆく」ものである．それこそが「地域自治」の内実を構成するものに他ならず，そのプロ
セスにおいて「福祉コミュニティ」もまたその基盤を見いだしてゆく関係にあるといえる．
　これらの視点に立てば，今日の地域福祉の課題は，地域福祉資源・サービスの利用・管理・運
営を地域住民を中核としつつ地域行政や外部支援団体が共に参加・協働する中で，自立的かつ持
続的な生活福祉の向上・構築を可能ならしめる社会的要素・要件を充足・内在化せしめてゆくこ
とにある．その為には，「地域における社会福祉」を「地域社会による社会福祉」に止揚・転換
してゆくに必要な「目的合理性」と「構造機能的整合性」を備えた理論・政策論を構築し，それ
らを地域社会の実態に沿いながら実現してゆく実践方法論を形成してことが求められる．
　Ⅰ　問題の所在
　1　研究の視点
　1）「地域社会による社会福祉」を検討する枠組・視点
　地域福祉実践を「地域社会による社会福祉」の文脈で捉えてゆく場合，その具体的な枠組・視
点は以下の 3つの事象とそれらの相互連関性・規定性に見いだされる．即ち，第 1に福祉実践の
具体的対象としての「生活問題」，第 2にその解決に向けた要素手段・手法としての「住民参加」，
そして，第 3に生活問題が生起し，その解決への参加・協働の取り組み（事業）がなされる社会
的「場」としての「地域社会」がそれである．また，これら三者の間に織り成されている相互規
定・補完の関係性を分析・把握すれば，地域社会ならびにそこに暮らす住民を初めとした社会的
諸主体が有する地域福祉実践への可能性や限界が自ずと描き出されてくる．従来の「地域におけ
る社会福祉」実践では，これらが等閑視されてきたといえる．
　先ず，これら三者の中で最も本質的な重要性を有する「地域社会」を考えてみる．地域社会と
いうのは，行政区分に沿った単なる社会領域的な空間単位を意味するものではなく，そこに暮ら
す社会主体としての地域住民が自らの生産・生活の生業を，其処における具体的な資源・サービ
スの賦与状況に依拠しながら，集団的に維持・管理してゆく構造機能的な仕組みと能力・経験，
それに伴う価値規範を形成・内在化させている処の社会的システムとして存在している．それ
は，ひとり「地域コミュニティ」のみならず，「地域行政」や「地域市場」といった諸システム
が複雑かつ体系的に連動・連携されて形成され機能する「資源・サービスの利用・管理・移転の
総合的システム」である．それぞれの地域社会において歴史的・経験的に構築されてきた構造機
能的能力・経験および価値規範はそれぞれに異なっており，従って，地域福祉実践における能
力・経験・仕組みのあり方やレベルも均質・同一では決してない．即ち，地域社会とは優れて
「非普遍的なミクロコスモス」なのである．
　一方の「生活問題」は，個々の家庭および構成員個人において現出される生活福祉に関する
ニーズ・課題である．それは，家庭・個人の生活環境状況や対応・対処能力によるものから，経
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済・社会・環境に関わる国家政策・制度に原因を有するもの，あるいは，双方の狭間の中で顕在
化するもの等，ニーズ・課題の拠って来る所以は多様である．しかし，それらニーズ・課題の現
れ方，深刻度・緊急度，また，それらへの対処・解決のあり方は，当該の家庭・個人が生活の基
盤としている地域社会のあり方，即ち，地域における社会経済環境・状況ならびにニーズ充足・
問題解決に対する能力・経験・仕組みの違いによっても大きく異なってくる．つまり，家庭・個
人の「生活問題」は，その原因においても解決への対応・対処においてもそれぞれの地域社会の
有り様に影響・規定される関係にあり，その意味で「生活問題」は「地域社会」のあり方の反映
でもあるということである．
　また，「住民参加」も同様に「地域社会」の固有性を色濃く体現している．既に述べた如く，
地域社会には概ねその構成員の生産・生活基盤を担保するために現存する資源の賦与状況に依拠
しつつ，それらの利用・管理・運営の仕組み・方法や規約・ルールが設定され，構成員はそれに
準拠しながら安定的な暮らしの維持・再生産を協力・協働しながら追求している．地域住民に
とっては，こうした日常生活における資源・施設の具体的な利用・管理活動への関わり方が彼等
にとっての暮らし・生業の場における「住民参加」の形態・形式であり機能的役割なのである．
即ち，地域福祉実践における地域住民の参加は，こうした地域社会に歴史的・経験的に育まれて
きた資源・施設の利用・管理に係わる機能的能力・仕組みに大きく規定される関係にあり，外部
専門家が理念的・規範論的に提唱する住民参加とは一線を画したものなのである．
　ここに述べてきた 3者の相互関係は，図 1に示されるとおり「地域社会と生活問題・住民参
加」という形に表現されるであろう．「地域社会」が「生活問題」・「住民参加」を規定する根本
的要件であり，これらの相互関係を明確に理解し，地域社会の実態を踏まえつつ必要な支援を組
み立ててゆく処に地域福祉実践の実効性向上を追求する鍵が存在すると考えられる．また，そう
した地域社会の実態に依拠して形成・実施される地域福祉実践の活動は，現存する地域社会の能
力・経験・仕組み等を更に自立的・持続的な生活福祉の実現に向けた社会的要件の充足・強化に
貢献してゆくことになる．そこにこそ，これまで充分な成果を挙げられなかったところの「地域
自治に基づく福祉コミュニティの形成」を実体的に推進してゆく道が開かれるはずである．
図 1　「地域社会と生活問題・住民参加」
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　2）「地域社会による社会福祉」の実体化を検討してゆく枠組・側面
　いかなる分野における事業であれ，それらの形成・実施に際しては基本的に 3つの重要な側面
がある．第 1に事業の目的・意味・内容等を規定し方向付ける「理念・理論」，第 2にそれらを
実現してゆくための社会的手立て・仕組みとしての「制度・政策」，そして，第 3にそれに基づ
いて現場活動を実施・展開してゆく「実践手法（知識・技能・態度）」がそれである．このこと
への理解・認識は，地域福祉事業活動の形成・実施における基本的な前提要件といっても決して
過言ではない．
　「地域社会による社会福祉」の実現を勘案するにあたっては，上記の事柄はより一層の重要性
を持つことになる．何故なら，「地域社会による社会福祉」を目指す地域福祉実践は，単に地域
住民の生活問題・ニーズの解決・充足に留まらず，むしろそれへの取り組み活動の経験を媒介と
して，活動成果を自立的・持続的に維持・再生産してゆく基盤となる地域社会の「能力育成」
や，其処で参加・協働する社会的諸主体相互間の「支援・連携のメカニズム」を構築・強化して
ゆく処に新たなチャレンジの目標・意味を有しているからである．其処では，「理念・理論，制
度・政策，実践手法」の三者間の構造的・機能的・価値規範的な「整合性・一貫性」が必要不可
欠な要であり，それを欠いた処では「福祉コミュニティ」も，その基盤となる「地域自治」も育
成・構築してゆくことは叶わない．今日の地域福祉の理論ならびに実践が，意図された成果を充
分に達成しえていない状況にある根本的な理由の一端はそこにあると考えられる．
　更に，この「整合性・一貫性」を理解する上で留意すべき点は，それが単に「理念・理論，制
度・政策，実践手法」に関するのみならず，実はある意味ではそれ以上に重要な「現存する状況
ならびに地域社会システムとの整合性」への視点を必要とする処にある．即ち，前項で論じた
「地域社会と生活問題・住民参加」の実体との間に見いだされる整合性である．従来の「地域に
おける社会福祉」の考え方では，まさにその基盤となる「地域社会」をブラックボックスにした
まま，外部者が考えるところの「生活問題」の解決事業に，「住民参加」の名の下で実質的には
住民を動員してきた訳である．換言すれば，現存する「地域社会の実体（能力・経験・仕組み・
価値規範）との整合性」は考慮・検討の射程・範疇にすら入ってはいなかったが故に，今日の状
況に到っているとも理解される．現存する「地域社会」，そしてそこにおける具体的「生活問題」，
また，そこで形成されてきた固有の「住民参加」のあり方と状況，これらを踏まえた事業活動の
形成・実施こそが「整合性・一貫性」の取れた，そして，結果として「実効性」のある地域福祉
実践を実現してゆく上での基本的前提であり要件であろう．
　これらの論議から，事業に求められる「理念・理論」，「制度・政策」，「実践手法」相互間の構
造的・機能的・価値規範的な「整合性・一貫性」は，個々の「地域社会」，「生活問題」，「住民参
加」に関して求められるばかりではなく，そこに存在する相互連関性・補完性を考えれば，「地
域社会と生活問題・住民参加」全体に関して必要であると考えられる．即ち，現実に立脚し，そ
こにおける問題解決・ニーズ充足に効果的に取り組み，さらには自立的・持続的な生活福祉の実
現に資するような地域福祉実践を勘案・構築しようとすれば，「地域自治に基づく福祉コミュニ
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ティ」の実現という「目的合理性」を担保し，それを可能ならしめる社会的要素・要件の充足・
強化に資する「構造・機能・価値規範における整合性・一貫性」を備えた事業を創造してゆかね
ばならない．表 1のマトリックスは，これまでの論議に基づいて地域福祉事業の有り様を把握
し，改善すべき事柄を具体的に見いだすために考案したものである．即ち，横軸に「地域社会と
生活問題・住民参加」を，縦軸に「理念・理論，制度・政策，実践手法」を配置し，相互間の関
係性・補完性を「目的合理性」ならびに「整合性・一貫性」の観点から捉えようとしたものであ
る．現実的かつ実効性の高い地域福祉事業であれば，それぞれ縦軸・横軸の間で整合性・一貫性
がきちんと担保されるのみならず，斜めの関係においても合理的な関係性・補完性が見出される
ものである．
　2　参加型地域社会開発（PLSD）の視点
　此処に提示した本研究の分析視点・枠組みの意味および意義につき，より明快な理解促進のた
めに，その基本的前提として準拠した「参加型地域社会開発（Participatory Local Social 
Development(以下，PLSD）」の考え方を以下に整理・紹介しておきたい．
　先ず，「参加型地域社会開発（PLSD）」の基本的特徴の一つは，「地域社会」と「生活問題」
や「住民参加」を論じてゆく際に，具体的かつ本質的な「要素・要件」を明確に設定した上でそ
の状況・特徴を「地域社会システム」として分析・把握・構造化し，解決策を合理的に構築して
ゆく処にある．即ち，「地域社会」に関しては，それぞれが社会・自然生態環境や歴史的・経験
的営みから帰結されてきた処の極めて「非普遍的な能力・経験・仕組み・価値規範」を有する
「主体的システム体系」と認識する．また，其処における生活上の諸活動に就いては，その基本
的要素として「資源・組織・規範」を同定し，変化し続ける社会的諸環境の中でそれら要素間の
分離・統合を主体的に選択・展開しつつ生活の維持・再生産を図ってゆく「能力」，並びに，そ
うした自己の維持・再生産および変革のプロセスを支える「制度システム」を基本的要件とし，
全体として「地域社会の自己組織力」として提示するものである．こうした「能力および制度シ
ステム」は，個々の地域社会が有する「固有な構造・機能・価値規範」と不可分に結びついたも
のであり，「生活問題」の解決およびそれに相応しい「住民参加」の有り様に直接的な関係性・
規定性を帯びることとなる．
　地域住民の日々の暮らしを実体的に担うのは「家庭」である．個々の家庭は，日々の安定的な
生活の維持・再生産のために，生産・消費・管理といった領域の諸活動を様々な要素資源・サー
表 1　論点整理表
生活問題 地域社会 住民参加
理論・理念
制度・政策
実践手法
87
地域福祉の実効性を高める「地域社会」の捉え方
ビス（人的・物的・資本的）を調達・処分・移転しつつ営んでいるが，全ての家庭がそれらを同
等に所有・維持している訳ではない．そうした中，各家庭は，その調達・充足の為に「個別的」
ないしは「集団・組織的」な対応を取りながら自らの生活の維持・再生産に取り組んでいる．特
に，「集団・組織的」に要素資源・サービスの調達・処分等を行う場合には，其処に参加する諸
家庭の間で何らかの具体的なルールや約束事が行動規範として合意・形成され，それに基づいて
活動を展開してゆくことが必要となる．こうした具体的かつ明確な規範の形成・遵守を伴わない
住民の集団組織およびその参加活動は極めて脆弱かつ一過性のものとなり，「生活問題」の根本
的解決といった本来の目的を達成することは能わない．
　また，そうした地域住民による生活問題の解決に向けた要素資源・サービスの調達・処分等の
諸活動が展開される具体的な「場」こそが「地域社会」である．それは，住民生活を担う基本的
主体としての「家庭」から見た場合，自らがその構成員でもある「地域コミュニティ」と重要な
要素資源・サービスへの追加・補完的アクセスを提供する「地域行政」・「地域市場」によって構
成される処の「生活の維持・再生産を支える社会的仕組み」ともいえる存在である．即ち，前者
を「内部システム」，そして，後者を「外部システム」と捉えれば，その両システムが結び合っ
て構築され機能する処の「地域社会システム」と理解され，それは四面体的な構造関係を織りな
すものとなる（図 2）．此処で，重要な事柄は以下の 2点である．即ち，第 1に，「地域社会シス
テム」はその構造・機能・価値規範において極めて「非普遍的（固有）な存在」であること，第
2に「内部・外部」の両システムは相互に補完・規定しあう「相補関係」にあり，一体不可分の
関係において相互作用しあい，共に存続・変容してゆくプロセスを織りなし紡ぎ出してゆくもの
であること，である．前者は，地域社会は「能力・経験・仕組み・価値規範」等においてそれぞ
れに異なっており，決して，均質・同等の存在ではないこと，即ち，生活問題解決に向けた「外
部システム」からの支援・協力は，「内部システム」の有り様に応じて臨機応変な取り組みが必
要とされることを意味する．また，後者は「生活問題」なるものは，「地域社会システム」総体
図 2　地域社会システムを構成する 4者
内部システム
外部システム
家 庭
地域コミュニティ
行 政
市 場
大濱 裕「国際協力機構・PLSD課題別研修」PPT資料・14頁
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としての矛盾・歪み・軋轢の現象表現として理解され，その緩和・解決も内部・外部両システム
間の要素資源・サービスの調達・処分・移転等における調整・改善・変革のそれとして取り組ま
ねばならないことを意味している．因みに，従来の地域福祉論の文脈でいう処の地域社会とは，
此処で「内部システム」として捉えているものであり，「地域社会システム」とは異なるもので
あることを理解しておく必要がある．
　地域住民がその「生活問題」の解決に取り組むにあたり，「外部システム」からの適切な支援・
協力が必要な事はいうまでもないが，それ以上に重要なのは外部から投入される要素資源・サー
ビスを目的達成に向けて受領・利用・管理してゆく処の「内部システム」の「能力・経験・仕組
み・価値規範」である．これらは，「地域社会システム」が優れて非普遍的性格を有すると同様
に，それぞれの置かれた社会・自然生態環境や生業・暮らしのあり方の違いによって相異なる構
造・機能を有し，要素資源・サービスの利用・管理に掛かる力量・形態に大きな差違を結果する
ものとなっている．具体的には，個人所有の資源を個人目的の達成に向けてただ利用しあうもの
や，共有・惣有の資源・施設をグループ全体の目的達成のために共同で利用・管理するもの，更
にはそれらを コミュニティ全体の利益充足・促進のために構成員全体の合意に基づいて共同で
主体的に利用・管理・移転させる自治の形態・仕組みに到るもの，或いは，それらの過渡的な変
容プロセスにあるもの等が其処には見いだせる．
　こうした「内部システム」の多様性を決定づける基本的要因は，地域住民がその生活を支える
うえで決定的に重要な要素資源・施設の所有・賦与形態，即ち，私有・共有・惣有といった資
源・施設の性格にある．特に共有・惣有といった場合には，地域住民にその利用・管理運営を
巡って日常的に集団的な協議・対応を必然化させ，それが地域住民の集団的な資源・施設の利
用・管理に必要な能力・経験・仕組み・価値規範等を培い構築・強化してゆく．換言すれば，
「生活問題」解決に向けた「住民参加」も，それぞれの「地域コミュニティ」が有する資源・施
設の共同利用管理の仕組みの在り方・経験に大きく規定されるということである．即ち，生活状
況の諸変化に対して地域住民の参加・協働を通じて適宜対応してゆかれるか否かが正に地域コ
ミュニティに経験的に形成・蓄積されてきた処の自己組織力の有り様に掛かっている訳である．
　然し，そうした「自己組織力」ないしは「地域コミュニティ」の有り様に規定される「住民参
加」も，決して固定化されたものではなく，ある特定の社会的条件・状況の下で形成・選択され
たものに過ぎない．即ち，住民生活を取り巻く外部・内部状況の変化や，或いは，外部からの意
図的な働きかけ如何によっては大きく変化・変容しえるものでもある．そうした外部から変化を
促す働きかけの有効な方法論として「参加型開発手法（PA: Participatory Approach）」が挙げ
られ，それは既に 1980年代に第三世界の現場実践者の間で研究・確立され現場活動に活用され
てきている．其処では，「住民参加」の本質は，「経験に基づく学習・気付きのプロセス」であ
り，具体的には「意識化・組織化・能力形成・ネットワーク化」を地域住民自身がその「生活問
題」解決への活動全般に主体的・直接的・継続的に関与・参加してゆくことに拠って実現してゆ
くとする処にある．そうした参加・協働への「能力・経験・仕組み・価値規範」の育成・強化・
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内在化の中長期的プロセスを側面から支援・協力してゆく（ファシリテーション）実践方法論が
「参加型開発手法（PA）」であり，それは「住民参加」による「生活問題」解決への取り組みを
通じた「地域社会」の主体形成を目指すものといえる．この方法論で極めて重要なことは，「資
源・サービス」投入に先だって「社会的準備（SP: Social Preparation）＝意識化・組織化」の
プロセスを対象住民の間で確実に実施することであり，これらは，先に紹介した開発要素の「規
範」・「組織」に対応するものである．今日の地域福祉で一般的に認識されている「住民参加」，
即ち，「地域住民が集まって協議し，意思決定に関与する」といった事柄は，こうした一連の中
長期的な「経験に基づく学び・実践プロセス」のプロジェクト形成活動におけるほんの一局面に
過ぎない．同様に，其処で論じられるファシリテーションなるものも会議・ワークショップにお
ける意見交換・取り纏めの単なる「ツール」に過ぎず，PAでいう処の地域住民・地域コミュニ
ティの全体的な「エンパワメント」を支援・促進するファシリテーションとは全く次元・概念・
手法を異にする類いのものといわざるを得ない．
　此処までの議論を踏まえて考えれば，「生活問題」も，それへの解決手法としての「住民参加」
も，共に，それらが生み出され展開される「場」としての「地域社会」から切り離して論じるこ
とは能わない，即ち，前者は「他の要素・条件等によってそのあり方が規定されるもの（従属変
数）」に過ぎず，飽くまで「それ独自として固有のあり方を有し，他者の方向性・可能性等に直
裁的な影響を与えるもの（独立変数）」は「地域社会」であることが理解される．また，「地域社
会」とは，問題解決の事業・活動が導入・展開される単なる「領域的空間」でなく，歴史的・経
験的に培われてきた固有の「能力・経験・仕組み・価値規範」を内在化させた，或いは，特有の
「自己組織力」を兼ね備えた「自己管理主体」，即ち，「地域自治の主体」と認識することが肝要
であろう．その意味から，本研究で提示した分析の視点・枠組みは，「生活問題」，「住民参加」，
「地域社会」をそれぞれ「対象」，「手段」，「主体」と認識し関係づけることにより，相互関係に
おける「構造機能的整合性」と「価値規範的一貫性」を担保することができる．また，同様に
「理念・理論」，「制度・政策」，「実践手法」をそれぞれ「規範」，「組織」，「資源」と位置・関係
づけることにより，要素間における整合性のみならず，効果的支援への体系的手立てとしての
「目的合理性」を併せ追求・達成することが可能となる．表 1・論点整理表は，これらを総合的
に分析・把握してゆくことを意図し考案されたものである．
　Ⅱ　研究結果と考察
　1　研究方法
　「地域社会による社会福祉」を実現する実効性の高い理論・政策・実践を検討するため，これ
までの地域福祉理論ではどのように「地域社会」を捉え，それと「生活問題」・「住民参加」との
関係性をいかに分析・把握しようとしてきたのか，さらに「地域社会による社会福祉」へ向けた
地域福祉実践をどのように論じているのか，その内容を整理・検討し課題を明らかにするため文
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献調査研究を行った．
　先行する地域福祉論において「自治」を論じている代表的な文献は，右田紀久惠（2005）『自
治型地域福祉の理論』と考え，研究の対象文献として選定した．研究メンバーが，研究の視点・
枠組みに沿って論点整理表に該当文章を記入・整理・議論して考察した．考察は，論点整理表
（表 2論点整理表）の横軸「生活問題」，「地域社会」，「住民参加」の相互関連性・規定性と縦軸
「理論・理念」，「制度・政策」，「実践手法」の整合性・一貫性および両者を統合したところの目
的合理性について行った．但し，本研究では，地域福祉としての「地域社会」の捉え方に主眼を
置いているために，縦軸よりは横軸の相互関連性・規定性に議論の軸足を置いた検討をしてい
る．
　2　研究結果と考察
　1）『自治型地域福祉の理論』の理論的特長 
　右田紀久惠『自治型地域福祉の理論』は，「『自治型地域福祉』という実体が成立するとみる」
立場（右田 2005：ⅱ）から，著者が 1973年に論じた「地域福祉の理論化と枠組み」をはじめ
2003年の「地方分権下における地域福祉と住民参加」までの複数の論文が「自治型地域福祉の
理論」として組み立てられている．
　その理論的特徴は，大きく三つに整理できる．一つには，「地域問題は，国家独占資本主義の
排出した社会問題であり，地域政策である」（右田 2005：65）とする「政策制度論的アプローチ」
（牧里 1984：60）を論の基盤としていることである．二つ目は，それへの対抗として「あらたな
『公共』の構築」を地域福祉展開の要件としていることである．住民サイドの「自治」に相当す
る内発的発展を内的規定要件に，行政サイドの「自治制」に相当する外発的改革を外的規定要件
として，それらを参加民主主義でつなぎ「あらたな『公共』の構築」＝「地域福祉の内実化」を
求めるところにある．さらに，「『個人』『家族』『住民』などの『地域』を構成する基本単位とし
ての『主体』をいかに認識するのかが最も重要な要件となる」（右田 2005：67）とする「主体認
識」の視点が三つ目の特徴である．
　このような特徴をもつ『自治型地域福祉の理論』について，論点整理表に基づき横軸の相互関
連性・規定性と縦軸の整合性・一貫性および両者を統合した目的合理性を検討した．
　2）研究結果
　検討の結果，横軸の相互関連性・規定性のみならず，縦軸の整合性・一貫性，目的合理性を見
いだすことは能わず，上記の三つの特徴を有機的につなぐ体系的な論には成り得ていないことが
わかった．それゆえ，その実効性は乏しいと結論づける．以下，『自治型地域福祉の理論』にお
けるそれぞれの視点・枠組みの内容・論点を見ていきたい．
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表 2　論点整理表
生活問題 地域社会 住民参加
理念・理論
・「地域福祉概念は，地域社会における住民
の生活上の諸問題を社会問題として認識・
把握する点に固有性がある」ｐ 64
・「地域問題を資本制蓄積にともなう貧困化
の一現象であり，『資本の空間集積その反
面としての労働力人口の空間集積』として
とらえるということである．その一つは，
地域問題は，国家独占資本主義の排出した
社会問題であり，また地域政策であること
の認識である．」ｐ 65
・「生産過程＝労働過程における収奪に加え
て，消費過程＝生活の場における収奪が，
生産様式の変化や近代化という隠蔽策を通
して強行されているのである．収奪・搾取
により，賃金が労働者本人の労働力の再生
産をもすべて労働者に転嫁し，さらにその
生活の場全般にわたる消費過程への支配収
奪強化のあらわれが，地域における生活困
難そのものであり，地域ぐるみの貧困化現
象に他ならない．」ｐ 66
・「『公』『私』協働はタテ型上下関係にとど
まり，補充・代替の域を脱しえず，『私』
の民間性そのものも，おのずから限界があ
る」ｐ 15
・「地域福祉の構成要件と相対的な「規定要件」
として，「自治」＝内的規定要件」と「自治
制」＝「外的規定要件」とに峻別して論じて
いる．」ｐ２
・「『地域』が生活のレベルで社会システムをと
らえうると同時に自治の原点であるゆえんで
ある」ｐ 11
「『地域福祉』は，あらたな質の地域社会を形成
していく内発性（内発的な力 (マハト )の意
味であり，地域社会形成力，主体力，さらに，
共同性，連帯性，自治性をふくむ）を基本要
件とするところに「地域の福祉」との差があ
る．この内発性は，個レベル（個々の住民）
とその総体としての地域社会レベル（the 
community）の両者をふくみ，この両者を主
体として認識することころに地域福祉の固有
な意味がある．ｐ 17
・「『個人レベル』の生存主体が，順次，より広
域の地域社会において集積し，総体化，組織
化されるとき，地域社会そのものの主体力
(マハト )となる．」ｐ 18
・参加は地域福祉における内発的発展と外
発的改革との結節点にある．ｐ 24
・「個人（住民）の主体性のあらわれとし
て内発的発展をとらえ，参加と内発的発
展が不可分であり，それが参加システム
を介して，あらたな「公共」の構築にむ
けてこそ，地域福祉の内実化と考えるの
である．」ｐ 25
・「近代民主主義国家は次第に国家権限の
拡大や専門性支配による権限の集中に傾
斜し，一般市民は政策決定から疎外され
るようになった．「代表民主主義の空洞
化」「議会制の形骸化」といわれるとこ
ろのものである．このようなところに，
あらたな意義をもつ参加型民主主義が提
起されたのである．ｐ 25
制度・政策
・「地域問題が地域経済政策に規定された社
会問題であるとするならば，①問題がひき
おこされる根源と地域政策および，②住民
の生活への影響＝地域性に規定された住民
の生活問題の両面が分析されなければなら
ない．地域問題は単に，一部の計画・構想
でいわれるような地域住民の無関心状況そ
のものが生み出したものではなく，基本的
には，過疎・過密を生み出した経済政策と
地域政策そのもの，つまり，地域開発→社
会開発→コミュニティ論という政策主体の
連続価値体系と論理構造の産物である」「そ
のメカニズムが住民の生活問題を再生産
し，地方自治体そのものを変質させていく
という点である」ｐ 86
・「分散化は分権化の前提条件として必要であ
り，分散化という外発的改革を媒介として，
また併行的に，住民と地域の内発的発展をす
すめることができるのである」ｐ 23
・「疎外状況を認識し，主体的に生活を営む住
民の理性によって，疎外過程をチェックし，
克服するための連帯と協力の絆がつくり上げ
られる．この絆の一つが，自主的な地域住民
団体や組織であり，他がボランティア団体で
あろう」ｐ 227
・「『自助は発展の要件である』とする内発
的発展論からみれば ,①自助的な協働活
動への参加や②援助・サービス供給活動
への参加も ,参加の構成要件ではあるが，
それらはあくまでも参加の一部にすぎな
い．むしろ，それらは③政策決定・計画
策定への参加を基礎として存在すべきで
あろう」ｐ 24
・「『学習経験としての参加』『よりよい決
定のための手段としての参加』となり，
政策決定への参加の基礎となる」p26
・「地域福祉の主体形成と住民参加の基礎
となる住民意識を育てるための福祉教
育，生涯学習の推進が求められる．」「住
民が地域での生活課題を自ら学び，発見
し，考え，行動し，問題を解決する能力
を自らのものとし，協働と連帯の意識を
共有することこそが自治の原動力であ
る．」ｐ 246
・「社会福祉領域において地域社会をとりあげ
る場合，①生活主体の側からの地域社会の規
定，②地域問題の発生予防・解決に必要な地
域分析枠の両者が必要となる．」ｐ 88
・「①生活主体の側からの地域社会の枠組みは，
生活の原点，つまり生活主体である住民の
「生活権と生活圏」から組み立てなければな
らない．」ｐ 88
・「生活圏とは，生活のおよぶ広がりの意味で
あるが，これを把握するためには，具体的に
どのような生活行為がどのようなひろがりに
対応して行われているかについて明らかにす
る必要がある．この生活圏のひろがりは，施
設をなかだちとして形成されるから，ここで
生活行為と施設の対応を知る必要がある．こ
の場合，生活の内容はもちろん人によって異
なるが，大きく年齢，家族構成の中の地位に
よって共通したまとまりを見いだせるので，
それらのまとまりごとに生活圏のひろがりを
整理することができる．」ｐ 90
・「②地域分析の枠組みについては・・地域構
造論を基盤とするが，ここでは，（Ａ）全体
社会のドラスティックな構造変動の過程＝歴
史的展開過程に地域社会が位置づけられ，特
に（Ｂ）Ｃ・ＯやＣ・Ｄの方法論（技術論）
の積極的利用が，資本主義の展開→地域社会
の崩壊に比例しているという事実要因を，枠
組みに入れ込まなければならないことを強調
したい．（Ａ）の視点から，（a）地域問題の
歴史的経済的規定要因，(b)地方自治体を地
域問題および国家機能が，（Ｂ）の視点から
は（a）社会開発論，共同社会運動の理論的
系譜とＣ・ＯやＣ・Ｄ理論の関係，（b)コミュ
ニティの理論と「個」の関係が分析課題とな
ろう．」ｐ 88
実践手法
対象文献：右田紀久惠著『自治型地域福祉の理論』ミネルヴァ書房，2005年
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　①　「生活問題」・「住民参加」と「地域社会」の捉え方
ⅰ　「生活問題」の捉え方
　まず，はじめに右田紀久惠の地域福祉概念を見ていきたい．右田は，地域福祉を「生活権と生
活圏を基盤とする地域社会において，経済社会条件に規定されて地域住民が担わされて来た生活
問題を，生活原則・権利原則・住民主体原則に立脚して軽減・除去し，または発生を予防し，労
働者・地域住民の主体的生活全般にかかわる水準を保障し，より高めるための社会的施策と方法
の総体であって，具体的には労働者・地域住民の生活権保障と，個としての社会的自己実現を目
的とする公私の制度・サービス体系と，地域福祉計画・地域組織化・住民運動を基礎要件とす
る」（右田 2005：64）と述べる．
　この地域福祉概念からも見て取れるように，右田は「生活問題」が規定されるのは，「経済社
会条件」だとする．生活問題は，「地域ぐるみの貧困化現象に他ならない」（右田 2005：66）の
であり，行政・市場による法・制度と収奪・搾取の経済社会システムから生まれると捉える．こ
のような「生活問題」の捉え方は，「政策制度論的アプローチ」の特徴でもあるが，その根底に
あるのは「国家独占資本主義の排出した社会問題」という認識であり，資本主義社会での生産過
程＝労働過程・消費過程＝生活の場における収奪・搾取とそれに関連した制度・政策の矛盾・不
備により「生活問題」が生じていると捉える．
　生活問題が，これら行政・市場による外部システムにより規定されることは明らかである．し
かし，生活問題が生じる背景・理由は，そのような制度・政策のあり方のみならず，先に述べた
如く，内部システム（家庭と地域コミュニティ）との相互関係性にある．即ち，「生活問題」は，
その「地域社会」＝地域社会システムにおいて発生しているのであって，それとの関連性が見え
なければ，問題解決の取組みを通した戦略的な地域社会づくりにならない．『自治型地域福祉の
理論』では，「生活問題」は「政策・制度」に規定されると認識し，それが発生する場が地域社
会と捉えるのみで，場の状況・固有性や住民の能力・経験・意識等に関連づけて実態的に捉える
枠組み・視点が見られない．
ⅱ　「住民参加」の捉え方
　『自治型地域福祉の理論』では，「住民参加」を「生活問題」の解決・緩和に向けた方法として
捉え「③政策決定・計画策定への参加を基礎として存在すべき」（右田 2005：24）とする．それ
故，「参加」を「内発的発展と外発的改革との結節点」（右田 2005：24）に位置づける．即ち，
「参加」は，内的規定要件と外的規定要件のあり方に規定されると捉える．しかし，その概念は，
行政の「制度・政策」への対抗手段としての「参加」のあり方であり，地域住民の生活および其
処における住民参加の実態を捉えようとする枠組み・視点は見当たらない．「自治型地域福祉」
に向けて「参加」が必要だとすれば，内的規定要件と外的規定要件とを関連づけ，住民生活にお
ける参加・協働のあり様との関係性を，実態として把握できなければならない．
　即ち，「住民参加」は，その「地域社会」＝地域社会システムにおいて生起しているのであっ
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て，それとの関連性が捉えられなければ，問題解決活動を通した地域社会づくりへ向かう戦略的
な「住民参加」とならない．「経験学習としての参加」（右田 2005：26），「地域住民が地域での
生活課題を自ら学び」（右田 2005：246）とするならば，尚更，固有な生活実態の中の具体的な
「参加」をまずは捉える必要があろう．『自治型地域福祉の理論』では，「地域社会」のあり様と
関連づけて「住民参加」を実態的に捉える枠組み・視点は見られない．
ⅲ　「地域社会」の捉え方
　『自治型地域福祉の理論』では「地域社会」を，その地域で居住する「個人」の集合・空間と
して捉える．ここでの「個人」とは，「内発性」，「主体性」から捉える個人と「生活権」から捉
える個人である．前者は，「あらたな質の地域社会を形成していく内発性」が，「地域福祉」の基
本要件と考え，「『個人レベル』の生存主体が，順次，より広域の地域社会において集積し，総体
化，組織化されるときに，地域社会そのものの主体力となる」（右田 2005：18）という主体の性
格から捉えた個人とその集合としての地域社会である．一方，後者は，「生活主体の側からの地
域社会の枠組みは，生活の原点，つまり生活主体である住民の『生活権と生活圏』から組み立て
なければならない」（右田 2005：88）と社会の中のあり方から捉えた個人と圏域を述べる．即ち，
個人を，内的視点からは「内発性」，ならびに外的視点から「権利主体」と捉え，そのように認
識した「個人」の集合・空間が『自治型地域福祉の理論』での「地域社会」の捉え方である．
　しかし，地域社会とは単なる「個人」の集合・空間ではなく，地域住民が日々の暮らしを営む
具体的・現実的な「場」である．そこにおける暮らしのあり様は，既に述べた通り，歴史的・経
験的に形成されてきた地域社会システムに規定されたものである．即ち，そこに暮らす「個人」
は同質・均等な存在ではなく，それぞれの地域社会の個別具体的な能力・経験・仕組み・価値規
範を色濃く反映した「非普遍的な個人＝住民」であり，その住民相互間の参加・協働を通じて
日々の暮らしを集団的・組織的に維持・再生産してゆく存在である．したがって，地域社会を理
念的・規範的に捉えるだけでは，そこにおける「生活問題」の解決に対する固有な可能性・限界
も，その実践的手立てとしての「住民参加」の具体的かつ有効なあり方も理解しえないであろ
う．
　②　横軸の「相互関連性・規定性」と縦軸の「整合性・一貫性」および「目的合理性」
　論点整理表の横軸「生活問題」，「地域社会」，「住民参加」の相互関連性・規定性を図式化した
ものが図 3である．「生活問題」は，「政策・制度」に規定された社会問題であり，地域社会の場
で発生していると捉える．一方「住民参加」は社会問題を解決する自治的な方法として，内的規
定要件と外的規定要件に規定されると捉えたものである．この図からも明らかなように，「生活
問題」と「住民参加」は，それぞれ別に論じられ，両者の関連性に関する記述は見られない．そ
れ故，「地域社会」と「生活問題」・「住民参加」の関係が捉えられていない．「外的規定要件」・
「内的規定要件」のあり様と「生活問題」・「住民参加」の実態は連動しているのであって，その
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関連性・規定性を捉えられなければ，自治型地域福祉に向かう方法論を検討することができない
であろう．『自治型地域福祉の理論』の特徴である「制度・政策」，「あらたな『公共』の構築」，
「主体認識」の関連性を論じることが捨象されていないだろうか．
　一方，縦軸に目を向けてみると，「生活問題」・「地域社会」・「住民参加」のいずれにおいても，
「理論・理念」を実現するために，「制度・政策」として何を，「実践手法」としてそれをどのよ
うに実施・展開するのかという点で，明確な議論が展開されているとは言い難い．それは，「理
論・理念」，「制度・政策」，「実践手法」それぞれにおいて相互間の関係が具体的内容を以て十分
には論じられていない，また，先に論じてきた横軸の相互規定性の欠如により縦軸における論議
が錯綜する状況によりもたらされた為であると考えられる．その結果，地域に暮らす住民の生活
問題解決に向けた体系的な理論・政策論・実践論としての「整合性・一貫性」は担保されていな
いと判断せざるを得ない．
　先ず，論の要である「地域社会」に関して相互間の関係性を捉えてみると，「理論・理念」側
面において地域社会を「内発性（マハト）＝個人の資質とその空間的拡大・蓄積」と捉えるが，
「制度・政策」側面においては「政策目的（生活権の充足・保障）」，「政策対象領域（生活圏）」
と論ずるのみで，実質的な制度・政策内容には「分散化」以外ほとんど触れられていない．更
に，その「内発性（マハト）」の醸成・強化および内在化については何ら具体的な「実践手法」
を論じることもなく，ただ，「分散化」による内発的発展の進展と住民の理性による連帯・協力
の絆の形成を展望するに終わっている．また，地域問題を捉える地域分析の枠組みでは，「制度・
政策」側面での地域経済政策と「実践手法」としての技術論が，地域社会に与えた影響を分析課
題とするのであるが，そのことが「理論・理念」側面の「内発性（マハト）」とどのような関係
性にあるのかを検討するものではない．即ち，「地域社会」の分析枠組みに関して「内発性（マ
ハト）に関する見方」と「地域問題・生活問題の発生に関する見方」の関連性・連続性が見て取
れないのである．
　次に，「生活問題」における関係性を観てみると，「理論・理念」側面では「国家独占資本主義
に基づく地域経済政策」との関係から「生活問題」を国家（地域）社会経済構造的な生産・消費
図 3　『自治型地域福祉の理論』から捉えた「地域社会」と「生活問題」・「住民参加」の相互関連性・規定性
制度・政策
住民参加
外的規定要件
（制度・政策）
内的規定要件
（主体 /地域社会）
（あらたな「公共」の構築）
地域社会
生活問題
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過程における収奪結果と理解する．そして，「制度・政策」側面では，「①問題が引き起こされる
根源と地域政策，②住民の生活への影響＝地域性に規定された住民の生活問題の両面が分析され
なければならない」（右田 2005：86）と政策立案の基本的視座を論じるが，それらを分析してゆ
く具体的な枠組みは提示されないままである．
　更に，「住民参加」に関しては，「理論・理念」側面において「新たな公共の構築」に向けた手
段・方法としての参加が，内発的発展と外発的改革の関係性から論じられる．「制度・政策」側
面では，「政策決定・計画策定への参加」が「参加システムの構築」と共に専らの基礎要件とし
て語られ，その実現に向けた「実践手法」としては「経験学習」，「福祉教育」等の必要性が述べ
られている．しかし，「理論・理念」側面における「内発的発展と外発的改革」，および，「住民
参加」の相関関係，「制度・政策」側面における具体的政策内容を示さぬまま，「経験学習」や
「福祉教育」といった「実践手法」を述べる為，「新たな公共」を創出し，その仕組みのなかで生
活問題の解決を目指してゆくプロセスにおいて「住民参加」が果たすべき役割・機能およびその
意味・意義が十分に明確な形で論じ切れていない．
　そもそも，「住民参加に基づく地域自治を通じた生活問題の解決」を目指す取り組みは，生活
問題を派生させる地域社会の現状・背景要因やそれを解決に導く地域住民のあるべき姿を現実的
に把握・分析し，そこにより適切な問題解決への具体的手立てを構築・提示してゆく，即ち，地
域社会や住民の生活問題解決への「動態的変化のプロセス」を共に考案し実践してゆかれるもの
でなくてはならない．その為には，明確な「理論・理念」と，それを実現する現実的な「制度・
政策」，ならびに，実効性のある「実践手法」が首尾一貫した形で存在し，現場で活用・展開さ
れなければならない．その視点からすると，此処で検討した縦軸における「整合性・一貫性」
は，その要請・基準に耐えうるものにはなりきれていないといわざるを得ない．
　以上，これまでの議論により，「自治型地域福祉の理論」は未だ現場における要請・実践に応
え堪得る体系的な論にはなり得ていないことが理解される．いわば，具体的な政策論・実践手法
論を欠いた処の，目指すべき自治型地域福祉のあり方を「理論・理念」として論じているもので
あり，従って，そこに求められるべき「目的合理性」の達成は未だ道半ばの状況にあると結論づ
けられる．それは，「地域社会」と「生活問題」・「住民参加」の相互関連性・規定性，および，
「理論・理念」，「制度・政策」，「実践手法」の整合性・一貫性が備わっていないが故の結果であ
ろう．その根本原因は，一重に「地域社会」の理解・把握の表層性・狭隘性にあると考えられ
る．
　3）考察
　『自治型地域福祉の理論』の「目的合理性」が担保されない背景・理由を PLSDの基本的視
座・視点から考察すると，①地域社会を「個人」の集合・空間と捉えること，②地域社会を「相
対性」の視点から捉えることが，その背景・理由として見えてくる．この二つの捉え方から生じ
ている課題および理由を述べていきたい．
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　①　「地域社会」は「個人」の集合・空間か
　『自治型地域福祉の理論』において地域社会を「個人」の集合・空間と捉えるのは，「政策制度
論的アプローチ」を論の基盤にしているからであろう．「政策制度論的アプローチ」は，「国家独
占資本主義段階の政府が，資本蓄積に伴う貧困化として現れた生活問題に対する対策として地域
福祉政策を規定する」（牧里 1984：60）．「生活問題」は「経済社会条件」に規定されると捉え，
それに対応する「地域福祉政策」を整えるために「地域福祉計画・地域組織化・住民運動」を基
礎要件としている．即ち，「資本主義社会」の搾取・不備により「生存主体」に生じている「生
活問題」の解決を，「権利主体」から「制度・政策」の改善を働きかける運動論的な「住民参加」
の方法が論議の焦点になる．そのため住民運動に影響を与える内発性（マハト）をもつ個人とそ
の集積を地域社会とする見方になっていると考える．
　しかし，「地域福祉実践」として重要なことは，住民運動のみならず「生活問題」の解決に向
けて地域住民と行政・専門家が，自立的・持続的に参加，協議・協働できることである．そのた
めには，それを可能せしめる「能力・経験・仕組み・価値規範」が「地域社会」の場に内在して
いなければならない．
　『自治型地域福祉の理論』では，個人を「（イ）権利主体認識，（ロ）生活主体認識，（ハ）生存
主体認識」（右田 2005：67）として一般化する．個人を規範的に捉えれば，人は誰もが生きる権
利をもつ「市民」である．しかし，実態的に捉えれば，人はそれぞれに異なる能力・経験・仕組
み（身体・精神）・価値規範をもちつつ，地域社会システムの中で社会的に暮らす「住民」であ
る．地域福祉実践として地域社会を捉える場合，単に「個人」の集合を捉えるのではなく，「固
有の社会的関係性を織り成しつつそこに暮らす住民」を実態的に捉えることが必要である．それ
は，即ち「集団・組織的な能力・経験・仕組み・価値規範」を捉えることである．
　生活問題を解決するためには，「内部システム」のあり様に応じた「外部システム」の支援・
協力が必要である．それは，内部・外部システムそれぞれに備わる能力・経験・仕組み・価値規
範の統合によって取り組まれている．したがって，地域社会の場における集団・組織的な協議・
協働の能力・経験・仕組み・価値規範の固有なあり様が，その地域社会における生活問題の自立
的解決＝地域自治の可能性と限界を規定している．
　「地域社会」を「個人」の集合・空間と認識するところからは，このような地域社会システム
の固有性を捉え，その可能性と限界を同定するような論理展開にならない．そのことが「地域社
会」と「生活問題」・「住民参加」の関連性・規定性を見えなくしている第 1の理由・背景であ
る．
　②　「地域社会」は「相対的」な存在か
　『自治型地域福祉の理論』では，地域社会と「行政（制度・政策）」を「相補的」に捉えるので
はなく，両者を分離して「相対的」に捉えている．このことは，地域社会を「個人」の集合・空
間と捉え，そのあり方が，「制度・政策」を規定すると考えるからである．また，このような見
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方は，内発的発展と外発的改革の関係性でも同様（図 3）であり，両者を分離して捉える見方を
とることが，「目的合理性」が担保されないもう一つの理由・背景であると考える．
　「参加型地域社会開発（PLSD）の視点 /地域社会システムの理解」でも述べたように，「生活
問題」は「地域社会システム」総体としての矛盾・歪み・軋轢の現象表現であり，その緩和・解
決の多くは内部・外部両システム間の要素資源・サービスの調整・改善・開発として取り組まれ
ている．地域住民に「生活問題」が生じているということは，内部・外部システムの両者におい
て，それに必要な資源・サービスが調達できていない等，対応ができていないことを示してい
る．それは，行政サイドのみに問題があるのではなく，住民サイドとの相互関係の結果生じてい
る現象である．つまり，「生活問題」の発生・解決は，内部・外部システム相互の関係に規定さ
れているのである．また，その解決過程における「住民参加」のあり様も，同様に内部・外部シ
ステム相互の関係に規定されている．家庭・地域コミュニティにより構成される内部システムと
行政・市場により構成される外部システムを統合した住民の生活の仕組みが「地域社会システ
ム」＝「地域社会」であり，その内部・外部の「相補性」のあり方が，「生活問題」・「住民参加」
の発生・生起及びその解決・充足のあり方を規定している．
　即ち，『自治型地域福祉の理論』では，「あらたな『公共』の構築」という目標概念を設定しつ
つも，「地域社会」を「相補的」に捉えていないことが，「理論・理念」を実現するための「制
度・政策」・「実践手法」の三者間の構造・機能的整合性と価値規範的一貫性を担保し関連づけ説
明できていない背景・理由であると考える．「地域社会」を集団・組織的な能力・経験・仕組み・
価値規範から分析し，内部システムと外部システムの「相補性」を捉えることが，「地域社会に
よる社会福祉」へ向かう実効性の高い方策を立案・実施することになる．
　以上，考察してきたように『自治型地域福祉の理論』での「地域社会」の捉え方が，「地域社
会」と「生活問題」・「住民参加」の相互関連性・規定性，および「理論・理念」，「制度・政策」，
「実践手法」の整合性・一貫性，目的合理性を担保させられない根本的な理由・背景と結論付け
ることができる．
　Ⅲ　地域福祉論の課題～「地域社会」の捉え方
　1）『自治型地域福祉の理論』の成果と課題
　『自治型地域福祉の理論』において示された「内発的発展」と「外発的改革」による「自治型
地域福祉」＝「あらたな『公共』の構築」は，今後の日本社会が目指すべき本質的な方向性であ
ろう．特に，「内発的発展」をその基盤とする考え方も今後の地域福祉の展開において見逃して
はならない視点である．地域住民と地域行政が協議・協働しながら，自立・自律して変化に対応
できる主体づくり＝地域社会づくりは，地域住民や地域行政にとって焦眉の課題である．であれ
ばこそ，それらが展開される「生活の場」全体の「地域社会システム」とその「能力・経験・仕
組み・価値規範」の実態把握，それに基づく効果的な働きかけを可能せしめる「参加型地域社会
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福祉の実践と理論」の開発が，地域福祉理論に託されている課題ではないだろうか．これらの課
題を克服するための基盤が，「地域社会」の捉え方にある．
　2）「地域自治に基づく福祉コミュニティの形成」の実現に向けて
　我々は，先に同じ研究視点・枠組みを使って岡村重夫『地域福祉論』の検討を行った（江原・
大濱・平野：2013）．岡村は，『地域福祉論』において生活問題発生の根源は地域社会にあると述
べた．それゆえ，地域社会を対象とした社会福祉の方法が地域福祉であるとした．岡村の地域社
会の分析枠組みは，「住民の価値意識と行動」を捉えた四つのモデル（奥田理論）であった．し
かし，「住民の価値意識と行動」が，何によって変化するのか，その条件が「地域社会システム」
との関係において論じられていなかったことから，「地域社会の現象を類型化し，それに対応し
た『働きかけ』を専門家の立場から考え，手法として述べているにすぎない」（江原・大濱・平
野 2013：42）のであった．
　今回，右田紀久惠『自治型地域福祉の理論』を同じ枠組みを活用して分析してみると同様な課
題があることがわかった．右田は，「あらたな公共の構築」を「内発的発展と外発的改革」・「参
加」との関係性から捉えた．しかし，それらが相補的にどのように相互に関連して変化するのか
又は変化しえるのかは述べられていなかった．
　この両者の理論から共通に見いだせる課題は，地域社会を「個人」の集合・空間と捉え，それ
と「行政（制度・政策）」を分離した上で，両者を相対化して捉えていることである．このよう
な見方から，「参加型地域社会開発（PLSD）の視点」で述べたように「地域社会」を「地域社
会システム」が形成される場と認識し，その構造・機能・価値規範の固有性と「内部・外部シス
テム」の相補関係性を捉え，「地域社会の自己組織力」に合わせた戦略的働きかけを可能とする
理論・政策・実践へ転換することが，「地域自治に基づく福祉コミュニティ」の実現に向けて最
も大きな課題である．それはまた，「地域社会」を「政策立案・実施の実践主体」と認識するこ
とでもある．
　おわりに
　従来の地域福祉論は，専ら，「外部システム」の側に身を置く専門家・研究者，即ち「サプラ
イ・サイド」側から組み立てられてきた経緯があり，「生活問題」の解決も外部支援者側からの
一方的な「要素資源・サービスの投入・提供」に依拠する傾向が強かったことは否めない．其処
における「住民参加」は主に形式的なものであり，実体としては地域住民の動員に過ぎない状況
が長く続いてきた．そもそも，地域社会への理解そのものが極めて表層的であり，此処に論じて
きたような文脈で地域社会を理解する視点・姿勢は片鱗も見いだせない．こうした中からは，地
域福祉が掲げてきた「住民自治に基づく福祉コミュニティの形成」が実現されることを期待する
ことは難しく，また，従来の認識・姿勢に根本的な変革が実現されないとすれば，その理念は今
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後も空しく漂い続けるのみであろう．今回の研究は，そうした現況に一石を投じ，「地域におけ
る社会福祉」から「地域社会による社会福祉」の形成・創造に向けた取り組みの第一歩を研究の
側面から踏み出すことを意図したものである．「地方の創造」が喧伝される今日，従来の「中央
＝地方」の文脈からではなく，それぞれの固有性を基軸に自立的・持続的な暮らしを支えてゆく
「地域創出」を目指す中でこそ，「地域自治に基づく福祉コミュニティの形成」も実現へ向けた可
能性が拓かれるのではないだろうか．
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